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MEGURI2040 に係る安全性評価 2023 年度成果報告書 概要版 

1. 事業の概要 

1.1 事業の目的 

我が国を取り巻く少子高齢化や働き方改革への対策は極めて重要であるが、海事産業でも同対策が

急がれるところ、 近の自動運航技術の進展に伴い、無人運航船への期待が高まっている。日本財団

は 2020 年 6 月に「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラム（MEGURI 2040）」の実施

を公表し、その早期実現が加速された。当該実験を円滑かつ速やかに進め、無人運航船の社会実装を

確実にするためには、無人運航船の第三者による安全評価をはじめとする社会基盤整備が不可欠であ

る。 

このため、一般財団法人 日本船舶技術研究協会を社会基盤整備の作業プラットフォームとして、

個々の実証船舶の安全性評価を実施するとともに、社会実装する上での各種課題の解決を図ることと

する。本事業により、無人運航船の実用化を支え、その社会における受容性を高め、もって我が国の

海事産業の変革と発展の一助とすることを目的とする。 

 

図 1.1.1 日本財団による MEGURI 2040 事業の概要 

実証実験及び安全性評価プロジェクトの位置づけ 
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1.2 事業の達成目標と効果 

 

1.2.1 達成目標 

無人運航船の実現とは、人間による運航等の各種機能を AI などの無人運航システムに置き換える

ことである。このため、無人運航船を実用化するためには、当該船舶に搭載される無人運航システム

に関して、将来、無人運航船が遭遇するであろう様々な環境条件下においても、人間と同等以上の安

全性能を当該無人運航システムが有していることを確認する必要がある。これを踏まえ、無人運航シ

ステムの安全評価等を実施し得る環境を整備する必要がある。更には、安全が担保された無人運航船

を社会実装する際に避けて通れない事故時の責任分担関係や損害保険の付保などの社会課題について

も解決策を提示し、無人運航船導入のための安全ガイドラインを整備する。 

 

1.2.2 効果 

世界初となる無人運航船の安全評価を、民間主導により第 3 者的立場で実施することで、安全基準

や安全評価技術のポテンシャルが格段に高まり、我が国政府にそれらを提示するだけでなく、世界的

なデファクトスタンダード策定の主導権を執れることとなる。結果として、我が国が無人運航船分野

において世界をリードし、我が国海事産業の変革と発展を促すこととなる。 

 

 

図 1.2.1 無人運航船の実証実験に係る全体枠組み 
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1.3 事業計画（実施内容・スケジュール・成果） 

本事業は、当初 2020年度から開始し、2023年度までの 4年計画で実施される予定であった。図 1.3.1

に本事業の当初実施内容、図 1.3.2 に本事業の当初実施スケジュール、図 1.3.3 に本事業の当初の成果

イメージを示す。 

安全評価、総合シミュレータ開発等、総合調整・ガイドライン策定等からなる安全性評価事業につ

いては、一般財団法人日本船舶技術研究協会及び国立研究開発法人海上・港湾・航空研究所海上技術

安全研究所が担当し、一般財団法人日本海事協会の協力を得て実施する。また、無人運航船の実証実

験の事業者（代表：株式会社日本海洋科学）として無人運航船の安全ガイドラインの策定に参画する。 

船員スキルの定量化事業については、国立大学法人東京海洋大学及び独立行政法人海技教育機構が

担当し、当該事業の成果は安全性評価事業で活用される。 

 

 

図 1.3.1 本事業の実施内容 
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図 1.3.2 本事業の実施スケジュール 

 

 

図 1.3.3 本事業の成果イメージ 
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一方、 近の自動運航に係る技術の進展に伴い、無人運航船への期待の高まりから、国際海事機関

（IMO）は、関連条約改正(MASS CODE)の 2025 年採択・2028 年 1 月発効を目標に国際基準の策定に

着手し、国際的にも期待が高まっている。さらに、日本財団は、同財団が実施する「無人運航船の実

証実験に係る技術開発助成プログラム」（MEGURI 2040 ステージ１）が、2022 年 1 月から 3 月に実施

した無人運航船の実証実験の成果を踏まえ、「無人運航船の社会実装に向けた技術開発助成プログラ

ム」（MEGURI 2040 ステージ２）と称し，2025 年の本格的な無人運航船技術の実用化を目指して４つ

の目標（実証実験，開発した技術の規格化，開発プロセス基盤の強化，社会実装）に取り組む実証プ

ログラムを 2022 年 10 月から開始し、2025 年の無人運航船の実用化の早期実現が加速されることと

なった。MEGURI 2040 ステージ２では、将来の内航業界を想定した異なる 4 隻の船舶（①無人運航機

能を全て備えた Full Package の新造コンテナ船、②無人運航機能の一部を備えた既存コンテナ船、③

既存 RORO 貨物船並びに既存の離島航路船）及び 2 つの陸上支援センターによる船陸オペレーション

の実証を実施する。 

そこで、本事業は従来計画されていた 2023 年度までの内容を実施すると共に、MEGURI 2040 ス

テージ２への対応を行うため、事業実施期間を２年延長し、遠隔オペレーションの技能と訓練の要件

化と社会受容性醸成加えて、2023 年度以降の事業計画を変更した。 

図 1.3.4 に変更後の事業計画を、図 1.3.5 に変更後の 2023 年からの実施スケジュールを、図 1.3.6 に

安全評価フェーズ２の実施内容を、図 1.3.7に船員スキル定量化およびシミュレータ開発フェーズ２の

実施内容を、図 1.3.8 に、社会受容性醸成の実施内容を、図 1.3.9 に出力のイメージを示す。 

本事業は、引き続き、日本船舶技術研究協会が日本財団からの助成事業として実施する。この内、

①安全評価および④ガイドラインの策定は、日本船舶技術研究協会と海上技術安全研究所が実施する。

②船員スキル定量化フェーズ２は、東京海洋大および海技教育機構が実施し、シミュレータ開発（遠

隔オペレーションシミュレータ）は、海技教育機構が実施する。また、⑤社会受容性醸成は、三菱総

合研究所と丸紅が実施する。 

 
図 1.3.4 変更後の事業計画 
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図 1.3.5 変更後の実施スケジュール 

 

 
図 1.3.6 変更後の安全評価フェーズ２の実施内容 
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図 1.3.7 船員スキル定量化およびシミュレータ開発フェーズ２の実施内容 

 

 
図 1.3.8 社会受容性の醸成 
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図 1.3.9 出力のイメージ 
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1.4 委員会構成 

本事業を円滑に遂行するため、外部有識者等からなる無人運航船安全性評価ステアリング委員会を

設置するとともに、詳細検討のため、安全性評価事業については、安全ガイドライン等策定委員会及

び安全評価等実施委員会を、船員スキルの定量化事業フェーズ２については、船員スキル定量化検討

委員会フェーズ２を設置した。表 1.4.1 に本事業に関連して開催した各委員会とその TOR（Terms of 

reference：付託事項）を示す。 

添付資料 1 に安全性評価事業を検討する無人運航船安全性評価ステアリング委員会、安全ガイドラ

イン等策定委員会、安全評価等実施委員会及び船員スキル定量化検討委員会フェーズ２の委員等名簿

を示す。 

表 1.4.1 本事業に関連して開催した各委員会とその TOR 

・ステアリング委員会 
 ①事業計画の承認(全体及び各年度) 
 ②各委昌会の活動報告及び名事業の進捗状況確認  
 ③年度毎及び 終報告書のとりまとめ 
・安全ガイドライン等策定委員会  
 ①安全ガイドライン検討 
 ②委託事業進捗確認 
 ③ステアリング委員会への報告 
・安全評価等実施委員会 
 ①各コンソーシアムの実証事業の安全性評価(事前評価)  
 ②安全性評価手法の検討(事後評価) 
 ③委託事業進捗確認 
 ④ステアリング委員会への報告 
・船員スキル定量化検討委員会フェーズ２ 
 ①遠隔オペレータに必要な能力（技能・訓練）要件の構築  
 ②遠隔オペレータの訓練施設の整備 
 ③ステアリング委員会への報告 
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2. 本年度の事業成果 

2.1 無人運航船プロジェクトに係る安全評価 

関係委員会に報告した年度計画を含む本年度の事業成果を以下に示す。 
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2.2 遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築１ 

関係委員会に報告した年度計画を含む本年度の事業成果を以下に示す。 
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2.3 遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築２ 

2.3.1 研究目標 

2020 年度から 2022 年度の 3 年間で実施された「無人運航システムに係る安全評価の基盤となる船

員スキル定量化事業」（船員スキル定量化事業フェーズ 1）から得た知見等をもとに、無人運航船の新

たなスキルとなる遠隔オペレータに必要な技能・訓練要件（能力要件）を構築するために、以下の研

究計画を実施する。 

2.3.2 研究計画 

本研究は、2023 年度から 2025 年度までの 3 年計画で実船実験をベースに常時監視、監視対象船 1

隻を条件として実施する。以下に各年度計画について記す。 

●2023 年度 

（１）実船実験による船上の操船者と遠隔オペレータの行動比較 

（２）実船実験の実験手法の検討 

●2024 年度 

（１）海技者を対象とした遠隔監視・操船指示実験の行動分析 

（２）非海技者を対象とした遠隔監視実験の行動分析 

（３）遠隔オペレータの能力要件に関する中間案の作成 

●2025 年度 

（１）遠隔オペレータに必要な技能・訓練要件（能力要件）の構築 

 

2.3.3 実船による実験手法の構築 

実船実験船として東京海洋大学練習船「汐路丸」を用いて遠隔オペレータに必要な能力要件を検討

するために、“遠隔オペレーション施設（Remote Operation Center: ROC、東京海洋大学の実験室）の構

築と汐路丸からの送信データの可視化システムの構築（図 2.3.1、図 2.3.2）”、“汐路丸の各種航海情報

をROCへ送信するための通信手法の構築：Starlinkによるデータ通信（図 2.3.3）”、“船上操船（以下、

実船 OP）及び遠隔オペレーション（以下、遠隔 OP）の比較実験手法の構築：データクラウド管理に

よるリプレイ実験の実現”を行い、実船実験の実験手法の構築を行った。 

具体的には、ROC では汐路丸から Starlink にて送信する 4 種類の映像データ「風景映像（6 画面）、

機関インジケータ表示画面（進路、速力、舵角、風向、風速等の各種航海情報）、ECDIS・Radar・

AIS 重畳映像（航海計器情報）、船橋撮影映像（船橋内映像）」と 2 種類の音データ「船橋内音、船外

音」をクラウド管理することで、リアルタイム（遅延時間あり）及びリプレイ表示することを可能と

し、実船 OP と ROC でのリプレイによる遠隔 OP を想定した比較実験を行うことを可能とした。今後

の課題としては、送信する 4 種類の映像データは、それぞれ遅延時間が異なり、遠隔オペレータはそ

の各データの遅延時間を理解してオペレーションを実行することが重要となるため、遠隔オペレータ

に対して各データの遅延時間をわかりやすくモニタリング画面に表示することが遠隔 OP 実験に必要

である。 
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図 2.3.1 遠隔オペレーション施設 

 

図 2.3.2 データの可視化システム 

 

図 2.3.3 遠隔モニタリングシステムと衛星通信 Starlink 
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2.3.4 船上の操船者と遠隔オペレータの行動比較 

船上の操船者と遠隔オペレータの見張り、操船に係る認知、判断、行動に関する理解の比較を行う

ために、汐路丸航海士 2 名と熟練操船者 1 名（JMETS 船長）を被験者とした汐路丸の実船 OP とその

実船 OP データを記録したリプレイによる遠隔 OP を想定した両 OP に対する操船実験を比較実験とし

て位置づけ、実船 OPと遠隔 OPの行動比較を視線、緊張及び行動データを記録、解析することで行っ

た。結果として、“風景データ”と“ECDIS・Radar・AIS データ（計器データ）”はともに必要不可欠

な遠隔 OP への航海データであり、相互にデータを確認することで安全運航のための航海情報の認知、

判断への信頼性を向上させている。さらに、遠隔 OP では、計器データが主、風景データが従である

ことが目視時間から確認できた。遠隔 OPでは実船 OPと比較して、いわばレーダ航法のような、安全

運航に対して余裕をもった操船判断を行おうと周辺情報を収集することが緊張の増減から確認できた。

今後の課題としては、比較実験の主データとなる汐路丸航海士のデータ蓄積、新たに遠隔監視に対す

る遠隔 OP技能を検討するために、海技士資格を有しない遠隔 OP技能に係る専門的実務者と考えられ

る操船シミュレータのオペレータ、海岸局（ポートラジオ）通信士などを被験者に選定し、その行動

解析を行う必要がある。 

 

2.3.5 行動比較からの遠隔オペレータの能力要件等の検討 

比較実験から得られた結果から、遠隔オペレータに必要な能力について、本年度は東京海洋大学に

おける三級海技士（航海）の資格を得るための科目内容（講義のみ）を参考に検討した。検討は能力

要件として重要項目、基礎項目、本実験からは検討困難、応用項目又は対象外項目としてカテゴリー

を考え、実験チームの合議により、４段階：“遠隔オペレータが特に身に付けるべき内容”、“遠隔オ

ペレータが身に付けるべき基本内容”、“本実験では判断できない”、“遠隔オペレータは特に身に付け

る必要がないと考える内容”に区分して検討を行うこととした。今後は免許講習、実習に対しても検

討を行うことが必要であり、さらに水先教育の資格要件、DNVが示す遠隔オペレータの能力要件等も

合わせて検討する必要がある。また、遠隔オペレータに新たに必要な能力要件を実験から検討するた

めには、海技士資格を有しないかつ遠隔 OP の技能に係る専門的実務者と考えられる操船シミュレー

タのオペレータ、海岸局（ポートラジオ）通信士、宇宙管制官などを被験者に選定し、その行動解析

を行う必要があると考えられる。 

 

2.3.6 リアルタイム遠隔操船実験 

本実験は遠隔オペレータの能力要件抽出のため、実船と実験室を通信により結び構築した、遠隔オ

ペレーション施設で実施した被験者実験である。実験室には実船が航海中に取得したデータ（i.e., カ

メラ映像、ECDIS 情報、機器の状態や速力、風向風速などに関するパラメータ）がリアルタイムに伝

送され、それらは被験者の眼前に設置された 3 枚の遠隔ディスプレイに提示される（図 2.3.1）。この

環境において被験者は、遠隔操船者になったつもりで同ディスプレイをモニタリングし、避航の判断

や指示を行うよう実験者により指示された。しかし本実験では、通信障害によりリアルタイム監視が

不可能な状態が大半の時間を占める結果となった。したがって本実験では避航の判断や指示に関する

データを十分に得られなかったため、その詳細なデータ取得並びに分析は、2.3.8 節に示すリプレイ

実験で実施することとした。 

 



 
 

43

2.3.7 遠隔操船 FRAM モデルの更新 

本作業では、遠隔操船タスクの特性を理解するため、既存の「船長・航海士 FRAMモデル」と 2023

年度実施した実船実験等のデータや被験者へのインタビューを基に改良した「自動・遠隔操船システ

ムFRAMモデル」の機能比較を行った。 「自動・遠隔操船システムFRAMモデル」単体の分析では、

遠隔オペレータが自動システムによる航行やシステム監視をモニタリングし続け、異常が起きた際に

は手動対応を求められる構造が抽出された。この構造は特に、システム単体で異常に対処できなく

なった 終局面で人間に助けを求めるようなものとなっており、遠隔操船システムの一部としての人

間の認知・作業負荷の高さおよび責任の重さを示唆するものであった。また「船長・航海士 FRAM モ

デル」との比較においてもその違いは顕著であった。特に「自動・遠隔操船システム FRAM モデル」

では自動システム等を設計する上で一般に言われる「認知・判断・実行」に係る機能の逐次的な構造

および実行機能から認知機能などへのフィードバック構造が見られた一方、「船長・航海士 FRAM モ

デル」では上記の「認知・判断・実行」に係る機能がモデル上に分散しており、これらが互いに補完

し合うような構造が存在していた。このような「船長・航海士 FRAM モデル」に見られる分散構造は、

認知科学の分野で も重要な理論の 1 つである Ecological Approach にも整合するところであり、「自

動・遠隔操船システム FRAM モデル」ではこのような人間の認知特性が、その逐次的な構造ゆえ制限

されている可能性を指摘した。 

 

2.3.8 遠隔操船リプレイ実験 

本実験は、先のリアルタイム遠隔操船実験にて得られたデータを同じ実験室にて、時間遅れや欠損

なく再生し、被験者にはその再生されるデータや映像の監視を指示したものである。その結果、1) 平

常時は周辺の視界情報を主とする実船とは主従関係の逆転した ECDIS 主体の監視パターンが、 2) 切

迫した状況ではカメラ映像を主とする実船に近い監視パターンがそれぞれ確認された。この結果は、

実船上で主たる情報であった視覚情報がカメラの性能等により制限され、ECDIS というインタフェー

スを主たる情報源として監視せざるを得ない状況を示唆するものであった。このような監視パターン

は、Ecological Approach に代表される理論で言及されている人間の認知特性を損なう可能性があり、

上記リアルタイム遠隔操船実験や FRAM 分析で得られた知見とも整合する点である。 

以上より遠隔操船オペレータに要求される能力要件は、たとえ遠隔操船環境下においても実船に近

い形態 ― すなわちカメラ映像により供される視覚情報を基にした監視パターンを維持できることで

あり、そのためには、人と技術の両方面からのアプローチが必要になると考えられる。 

 

2.3.9 まとめ 

本事業では実船での操船から遠隔操船への作業形態の変容に伴い、人間の遠隔操船者へ新たに要求

される能力要件の抽出を目的とし、操船者と遠隔オペレータの行動比較、遠隔操船タスクの FRAM 分

析および遠隔操船室を模した環境での被験者実験より得られたデータの分析を行った。その結果得ら

れた知見を以下に示す。 

 遠隔オペレータに必要な能力要件を検討、構築するための手法として、実船実験データを用いた

操船者と遠隔オペレータの行動比較を行うことを提案し、東京海洋大学練習船「汐路丸」と海洋

大 ROC の遠隔モニタリングシステムを構築した。そして、操船者と遠隔オペレータの行動比較

を行うための定量的・客観的データとして、視線、緊張、行動データを計測する実験系を構築し、
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三級海技士（航海）資格要件の講義内容を対象として、遠隔オペレータが必要とする能力要件に

関する検討を進めた。 

 行動比較分析によると、注視時間からは遠隔 OP に関しては、ECDIS・Radar・AIS データを主

データとした見張り、操船のための能力要件を検討する必要があると考えられる。緊張からは遠

隔 OP は実船 OP と比較して、いわばレーダ航法のような、安全運航に対して余裕をもった操船

判断を行おうとする傾向があると考える。これは、遠隔 OP の視線データ結果から得られた

ECDIS・Radar・AIS データを主データとした見張り、操船のための能力要件を特に検討する必要

がある考えを支持するものである。 

 FRAM 分析によると、現在想定されている遠隔操船タスクでは、警報が発令されて初めて人間が

何をすべきか考えるような機能構造となっている。この機能構造は、一隻のみ監視すればよい状

況ならまだしも複数隻を同時に監視する場合となると、オペレータによる緊急対応時間不足のリ

スクを顕在化させる恐れがあり、その際の対応遅れの影響は計り知れない。緊急時において人間

にのみ自発的な変化と対応を求めるシステムはあまりに不合理と言える。また実験データの分析

によると、カメラ映像と ECDIS画面の使用に関する主従関係が、平常時は全ての被験者で実船の

場合と逆転していた。一方で差し迫った状況になると、再びカメラ映像を中心とする監視パター

ンへ切り替わることも、全被験者で同様に確認された。表示される情報の即時性や ECDISに映ら

ない物標の見落とし、そして人間の認知特性も考慮すると、たとえ遠隔操船タスクであっても実

船と同様に、カメラ映像など実際の状況をありのままに示す情報源を使い、我々の五感で感じる

実際の環境の中に無数に埋め込まれた認知の手掛かりを能動的に発見・活用できることが遠隔オ

ペレータに求められる能力の 1 つであると考える。 

 遠隔オペレータに必要な能力要件の構築について、次年度にさらに検討を進めるために、遠隔モ

ニタリングシステム及び被験者選定等に関する具体的な課題を明らかとした。 

 

 

  


